
水道（水道用水供給）事業水道技術管理者設置報告 審査基準 

 

水道法 

 

第十九条 水道事業者は、水道の管理について技術上の業務を担当させるため、水道技術

管理者一人を置かなければならない。ただし、自ら水道技術管理者となることを妨げな

い。 

２ 水道技術管理者は、次に掲げる事項に関する事務に従事し、及びこれらの事務に従事

する他の職員を監督しなければならない。 

一 水道施設が第五条の規定による施設基準に適合しているかどうかの検査(第二十二条

の二第二項に規定する点検を含む。) 

二 第十三条第一項の規定による水質検査及び施設検査 

三 給水装置の構造及び材質が第十六条の政令で定める基準に適合しているかどうかの

検査 

四 次条第一項の規定による水質検査 

五 第二十一条第一項の規定による健康診断 

六 第二十二条の規定による衛生上の措置 

七 第二十二条の三第一項の台帳の作成 

八 第二十三条第一項の規定による給水の緊急停止 

九 第三十七条前段の規定による給水停止 

３ 水道技術管理者は、政令で定める資格(当該水道事業者が地方公共団体である場合にあ

つては、当該資格を参酌して当該地方公共団体の条例で定める資格)を有する者でなけれ

ばならない。 

 

第三十一条 第十一条第一項及び第三項、第十二条、第十三条、第十五条第二項、第十九

条(第二項第三号を除く。)、第二十条から第二十三条まで、第二十四条の二、第二十四条

の三(第七項を除く。)、第二十四条の四、第二十四条の五、第二十四条の六(第一項第二

号を除く。)、第二十四条の七、第二十四条の八(第三項を除く。)、第二十四条の九から

第二十四条の十三までの規定は、水道用水供給事業者について準用する。この場合にお

いて、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。 

第十九条第二項 事項 事項(第三号に掲げる事項

を除く。) 

 

 

水道法施行令  



第五条 法第十二条第二項（法第三十一条において準用する場合を含む。）に規定する政令

で定める資格は、次のとおりとする。 

一 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（短期大学を除く。以下同

じ。）の土木工学科若しくはこれに相当する課程において衛生工学若しくは水道工学に

関する学科目を修めて卒業した後、又は旧大学令（大正七年勅令第三百八十八号）に

よる大学において土木工学科若しくはこれに相当する課程を修めて卒業した後、二年

以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

二 学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工学及び

水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業した後、三年以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者 

三 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。）若しくは高

等専門学校又は旧専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）による専門学校におい

て土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後（同法による専門職大学の前期

課程にあつては、修了した後）、五年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者 

四 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和十八年勅

令第三十六号）による中等学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業

した後、七年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

五 十年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

六 厚生労働省令の定めるところにより、前各号に掲げる者と同等以上の技能を有する

と認められる者 

２ 簡易水道事業の用に供する水道（以下「簡易水道」という。）については、前項第一号

中「二年以上」とあるのは「一年以上」と、同項第二号中「三年以上」とあるのは「一

年六箇月以上」と、同項第三号中「五年以上」とあるのは「二年六箇月以上」と、同項

第四号中「七年以上」とあるのは「三年六箇月以上」と、同項第五号中「十年以上」と

あるのは「五年以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 

 

第七条 法第十九条第三項（法第三十一条及び第三十四条第一項において準用する場合を

含む。）に規定する政令で定める資格は、次のとおりとする。 

一 第五条の規定により簡易水道以外の水道の布設工事監督者たる資格を有する者 

二 第五条第一項第一号、第三号及び第四号に規定する学校において土木工学以外の工

学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこれらに相当する学科目を修

めて卒業した後（学校教育法による専門職大学の前期課程にあつては、修了した後）、

同項第一号に規定する学校を卒業した者については四年以上、同項第三号に規定する

学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程にあつては、修了した者）につ

いては六年以上、同項第四号に規定する学校を卒業した者については八年以上水道に



関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

三 十年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

四 厚生労働省令の定めるところにより、前二号に掲げる者と同等以上の技能を有する

と認められる者 

２ 簡易水道又は一日最大給水量が千立方メートル以下である専用水道については、前項

第一号中「簡易水道以外の水道」とあるのは「簡易水道」と、同項第二号中「四年以上」

とあるのは「二年以上」と、「六年以上」とあるのは「三年以上」と、「八年以上」とあ

るのは「四年以上」と、同項第三号中「十年以上」とあるのは「五年以上」とそれぞれ

読み替えるものとする。 

 

 

水道法施行規則 

 

第十四条 令第七条第一項第四号の規定により同項第二号及び第三号に掲げる者と同等以

上の技能を有すると認められる者は、次のとおりとする。 

一 令第五条第一項第一号、第三号及び第四号に規定する学校において、工学、理学、

農学、医学及び薬学に関する学科目並びにこれらに相当する学科目以外の学科目を修

めて卒業した後、同項第一号に規定する学校の卒業者については五年（簡易水道及び

一日最大給水量が千立方メートル以下である専用水道（以下この号及び次号において

「簡易水道等」という。）の場合は、二年六箇月）以上、同項第三号に規定する学校の

卒業者については七年（簡易水道等の場合は、三年六箇月）以上、同項第四号に規定

する学校の卒業者については九年（簡易水道等の場合は、四年六箇月）以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

二 外国の学校において、令第七条第一項第二号に規定する学科目又は前号に規定する

学科目に相当する学科目を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度

と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数（簡

易水道等の場合は、それぞれ当該各号の卒業者ごとに規定する最低経験年数の二分の

一）以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

三 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習（以下「登録講習」

という。）の課程を修了した者 

 

 

水道法施行細則 

 

第十二条  水道事業者又は水道用水供給事業者は、法第十九条第一項 (法第三

十一条において準用する場合を含む。 )の水道技術管理者を設置したとき



は、速やかに水道 (水道用水供給 )事業水道技術管理者設置報告書 (別記第

十二号様式 )により知事に報告するものとする。  

2  水道事業者又は水道用水供給事業者は、前項の規定により知事に報告し

た水道技術管理者の氏名に変更があったときは、速やかに水道 (水道用水

供給 )事業水道技術管理者変更報告書 (別記第十三号様式 )により知事に報

告するものとする。  
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